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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成28年７月１日
至平成29年６月30日

売上高 （百万円） 11,644 14,287 53,818

経常利益 （百万円） 109 124 859

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 67 68 664

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △32 77 753

純資産額 （百万円） 8,281 9,498 9,466

総資産額 （百万円） 28,323 33,316 33,100

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 8.05 8.09 79.06

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 28.3 26.5 26.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用所得環境の改善等を背景に、全体的には緩や

かな回復基調で推移いたしました。一方、海外経済の不確実性や地政学的緊張の増大等、依然として海外の政治経

済動向による影響が懸念されるなど、先行き不透明な状況が続いております。

このような経営環境の中にあって、当社グループの当第１四半期連結累計期間の実績は、売上高14,287百万円

（前年同四半期比22.7％増）、営業利益87百万円（前年同四半期比24.3％減）、経常利益124百万円（前年同四半

期比14.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益68百万円（前年同四半期比0.5％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　建設関連事業

付加価値品を中心に納入していた大型物件工事が終了したことに加え、公共工事及び民間工事が低調に推移

し、減収減益となりました。

この結果、建設関連事業の売上高は2,530百万円（前年同四半期比1.1％減）、営業利益は13百万円（前年同四

半期比54.9％減）となりました。

②　電設資材事業

公共工事及び民間企業の設備投資需要が低調に推移する環境下にあって得意先開拓に注力した結果、増収とな

りましたが、価格競争激化により利幅が縮小し、減益となりました。

この結果、電設資材事業の売上高は6,305百万円（前年同四半期比3.1％増）、営業利益は40百万円（前年同四

半期比33.0％減）となりました。

③　カーライフ関連事業

石油部門では、燃料油の販売単価上昇により増収となったものの、利幅縮小により減益となりました。オート

部門では、車検・整備は前年を上回る実績台数を確保しましたが、車両販売ともに利幅が縮小し、増収減益とな

りました。

また、当第１四半期連結会計期間より上燃株式会社を当セグメントに加えております。

この結果、カーライフ関連事業の売上高は3,366百万円（前年同四半期比136.0％増）、営業損失は74百万円

（前年同四半期は営業損失5百万円）となりました。

④　住宅・生活関連事業

主な事業として、農産物部門では、きのこ加工品やきのこ培地の販売量は順調に推移しましたが、為替変動に

より原材料費が増加し、増収減益となりました。不動産部門では、建売分譲物件の取扱いが増加し、増収増益と

なりました。

この結果、住宅・生活関連事業の売上高は2,085百万円（前年同四半期比35.2％増）、営業利益は140百万円

（前年同四半期比97.1％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は18,479百万円となり、前連結会計年度末に比べ310百万円増加

いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が277百万円減少したものの、現金及び預金が491百万円、商品及び

製品が109百万円増加したことによるものであります。固定資産は14,836百万円となり、前連結会計年度末に比べ

94百万円減少いたしました。これは主に有形固定資産が33百万円、無形固定資産が30百万円減少したことによるも

のであります。

この結果、総資産は、33,316百万円となり、前連結会計年度末に比べ215百万円増加いたしました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は15,363百万円となり、前連結会計年度末に比べ273百万円増加

いたしました。これは主に短期借入金が391百万円増加したことによるものであります。固定負債は8,454百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ89百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が101百万円減少したことによ

るものであります。

この結果、負債合計は、23,817百万円となり、前連結会計年度末に比べ184百万円増加いたしました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は9,498百万円となり、前連結会計年度末に比べ31百万円増加

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益68百万円及び剰余金の配当42百万円によるものであ

ります。

この結果、自己資本比率は26.5％（前連結会計年度末は26.5％）となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,915,000

計 18,915,000

（注）　平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会において、当社普通株式について５株を１株の割合で併合する旨、

及び株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行可能株式総数を18,915,000株から3,783,000株

に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,792,000 8,792,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 8,792,000 8,792,000 － －

（注）　平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、

単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、7,033,600株減少し、1,758,400株となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

－ 8,792,000 － 1,264 － －

（注）　平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これに

より、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行済株式総数は1,758,400株となります。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

 

普通株式 386,000
 

－ －

完全議決権株式（その他）

 

普通株式 8,339,000
 

8,339 －

単元未満株式

 

普通株式 67,000
 

－ －

発行済株式総数 8,792,000 － －

総株主の議決権 － 8,339 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式281株及び証券保管振替機構名義の株式300株が含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社高見澤
長野県長野市大字鶴賀字苗
間平1605番地14

386,000 － 386,000 4.39

計 － 386,000 － 386,000 4.39

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、ながの公認会計士共同事務所、公認会計士宮坂直慶氏、公認会計士輿石直人氏による四

半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第67期連結会計年度　　　ながの公認会計士共同事務所　公認会計士輿石直人氏　公認会計士山本弘樹氏

第68期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間

ながの公認会計士共同事務所　公認会計士宮坂直慶氏　公認会計士輿石直人氏
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,927 3,418

受取手形及び売掛金 11,359 ※３ 11,082

商品及び製品 2,283 2,393

仕掛品 431 414

原材料及び貯蔵品 269 300

繰延税金資産 224 231

その他 717 685

貸倒引当金 △44 △46

流動資産合計 18,169 18,479

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,452 8,200

減価償却累計額 △5,900 △5,773

建物及び構築物（純額） 2,552 2,426

機械装置及び運搬具 6,095 6,197

減価償却累計額 △4,211 △4,271

機械装置及び運搬具（純額） 1,883 1,925

土地 6,151 6,146

リース資産 278 285

減価償却累計額 △132 △138

リース資産（純額） 146 146

建設仮勘定 34 93

その他 1,854 1,861

減価償却累計額 △1,529 △1,541

その他（純額） 324 319

有形固定資産合計 11,092 11,059

無形固定資産   

のれん 281 266

その他 317 302

無形固定資産合計 599 568

投資その他の資産   

投資有価証券 871 887

繰延税金資産 435 440

その他 2,170 2,148

貸倒引当金 △238 △268

投資その他の資産合計 3,239 3,208

固定資産合計 14,931 14,836

資産合計 33,100 33,316
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,818 ※３ 6,841

短期借入金 6,066 6,457

リース債務 50 51

未払法人税等 310 17

賞与引当金 474 360

その他 1,368 1,633

流動負債合計 15,090 15,363

固定負債   

長期借入金 5,980 5,879

リース債務 101 99

繰延税金負債 57 54

再評価に係る繰延税金負債 382 382

退職給付に係る負債 1,569 1,582

役員退職慰労引当金 194 199

環境対策引当金 116 116

資産除去債務 62 62

その他 77 77

固定負債合計 8,543 8,454

負債合計 23,633 23,817

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,264 1,264

利益剰余金 7,232 7,257

自己株式 △94 △94

株主資本合計 8,401 8,427

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 210 221

土地再評価差額金 96 96

為替換算調整勘定 168 182

退職給付に係る調整累計額 △95 △91

その他の包括利益累計額合計 380 408

非支配株主持分 684 663

純資産合計 9,466 9,498

負債純資産合計 33,100 33,316
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 11,644 14,287

売上原価 10,005 12,207

売上総利益 1,639 2,079

販売費及び一般管理費 1,523 1,991

営業利益 115 87

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 0 20

為替差益 － 23

仕入割引 33 35

不動産賃貸料 11 11

その他 17 41

営業外収益合計 65 135

営業外費用   

支払利息 32 32

持分法による投資損失 8 53

為替差損 22 －

売上割引 6 6

その他 2 6

営業外費用合計 72 98

経常利益 109 124

特別利益   

固定資産売却益 0 4

投資有価証券評価損戻入益 10 0

特別利益合計 11 5

特別損失   

固定資産売却損 5 3

固定資産除却損 0 7

減損損失 － 5

特別損失合計 6 16

税金等調整前四半期純利益 114 113

法人税、住民税及び事業税 24 87

法人税等調整額 24 △19

法人税等合計 48 67

四半期純利益 65 45

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2 △22

親会社株主に帰属する四半期純利益 67 68
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 65 45

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 21 10

為替換算調整勘定 △68 12

退職給付に係る調整額 2 3

持分法適用会社に対する持分相当額 △53 4

その他の包括利益合計 △98 31

四半期包括利益 △32 77

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △11 96

非支配株主に係る四半期包括利益 △21 △18
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【注記事項】

（追加情報）

（株式併合及び単元株式数の変更等）

当社は平成29年８月28日開催の取締役会において、平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会に株式併合、単元

株式数の変更及び定款一部変更について付議することを決議し、同株主総会において承認可決され、平成30年１月１

日でその効力が発生いたします。

 

(1）株式併合及び単元株式数の変更の目的

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、平成30年10月１日までにすべての国内上場

会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しています。

当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社の売買単位である単元株式数を現在の

1,000株から100株に変更するとともに、当社株式の投資単位を全国証券取引所が望ましいとする投資単位の水準

（５万円以上50万円未満）とすることを目的に、株式併合（５株を１株に併合）を行うものであります。

 

(2）株式併合の内容

①　株式併合する株式の種類

普通株式

②　株式併合の方法・比率

平成30年１月１日をもって、平成29年12月31日（実質上平成29年12月29日）の最終の株主名簿に記載又は記録

された株主様の所有株式数を基準に、普通株式５株を１株の割合で併合いたします。

③　株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日現在） 8,792,000株

株式併合により減少する株式数 7,033,600株

株式併合後の発行済株式総数 1,758,400株

（注）「株式併合により減少する株式数」は、併合前の発行済株式数に株式併合の割合を乗じた理論値です。

なお、当社は新株予約権を発行しておりません。

④　１株未満の端数が生じる場合の処理

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、端数が生じた株主の皆様に

対して、その端数の割合に応じて金銭をお支払いたします。

 

(3）単元株式数の変更の内容

平成30年１月１日をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

 

(4）株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 平成29年８月28日

株主総会決議日 平成29年９月26日

株式併合の効力発生日 平成30年１月１日（予定）

単元株式数の変更の効力発生日 平成30年１月１日（予定）

 

(5）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
　至　平成28年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
　至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 40円24銭 40円47銭

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
（平成29年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

信州生コン㈱（借入債務） 23百万円 信州生コン㈱（借入債務） 151百万円

計 23 計 151

（注）　信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証であります。

 

２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形割引高 241百万円 219百万円

受取手形裏書譲渡高 1,432 1,906

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －百万円 71百万円

支払手形 － 294

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日）

減価償却費 135百万円 155百万円

のれんの償却額 3 15

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日

定時株主総会
普通株式 42 5.00 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 42 5.00 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建設関連 電設資材
カーライフ
関連

住宅・生活
関連

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,557 6,118 1,426 1,542 11,644 － 11,644

セグメント間の内部
売上高又は振替高

28 7 66 19 121 △121 －

計 2,585 6,125 1,492 1,561 11,766 △121 11,644

セグメント利益又は損

失（△）
29 60 △5 71 156 △40 115

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△40百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、報告セグメントに帰属しない本社の一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

株式会社ナガトクを連結子会社化したことにより、のれんの金額に重要な変動が生じております。なお、当該事

象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては48百万円であります。当該のれんについては、

報告セグメントに配分しておりません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建設関連 電設資材
カーライフ
関連

住宅・生活
関連

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,530 6,305 3,366 2,085 14,287 － 14,287

セグメント間の内部
売上高又は振替高

22 7 69 24 123 △123 －

計 2,553 6,312 3,435 2,109 14,410 △123 14,287

セグメント利益又は損

失（△）
13 40 △74 140 119 △31 87

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△31百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、報告セグメントに帰属しない本社の一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円05銭 8円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
67 68

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
67 68

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,408 8,405

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月10日

株式会社高見澤

　取締役会　御中

 

 ながの公認会計士共同事務所

 

 公認会計士 宮　坂　直　慶　　　　印

 

 公認会計士 輿　石　直　人　　　　印

 

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高見澤の平

成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平成29年９

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

私たちは、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社高見澤(E01208)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

